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要旨

本論文は、日本のセメント産業で 1990年代に起こった 3件の大型水平的合併と 1984年

から 1994 年まで存在した共同事業会社が、企業の全要素生産性 (TFP) とポルトランド

セメントの価格に与えた影響を分析し、効率性仮説と市場支配力仮説を検証した。その結

果、1994年に起こった 2件の水平的合併では効率性仮説が支持されたが、1998年の水平

的合併では市場支配力仮説が支持された。一方で、共同事業会社は市場競争を低下させた

といえた。以上のことから、共同事業会社の解散によって市場が競争的になり、セメント

メーカー各社は効率性を改善する必要に迫られたため、1994年には効率性仮説に基づく

合併が起こったが、1998年にはその動きも落ち着いていたため市場支配力仮説に基づく

合併が起こったと考えられる。つまり、市場が競争的な状況では効率性仮説に基づく合併

が起こり、そうでない状況では市場支配力仮説に基づく合併が起こるといえる。ただし合

併による価格上昇は短期的であり、水平的合併が市場競争を長期的に低下させたとはいえ

ない。
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